

































いる。朝日新聞の世論調査（2018 年 5 月 1 日　朝日
新聞デジタル）では，「変える必要がある」が 44％，「変
える必要がない」が 49％であり，読売新聞の調査（2018

























































カーサーは，1950 年 1 月に日本の自衛権を肯定（1950

























































































































クラス名 学年 セメスター 登録者数 学科・専攻数
a 1 前期 54 3
b 1 前期 62 2
























＜本テーマ 1講目（第 10 講）＞
憲法クイズ①（表 2・3），憲法改正の手続き，自民党の改憲 4項目，憲法クイズ②（表 4），国民主権（絶対王政
から法の支配へ，ロックやホッブスの社会契約論，立憲民主主義）
＜本テーマ 2講目（第 11 講）＞
（bクラス）








【9条改正賛否確認①（図 4）】，憲法 9条，2012 年自民党草案と 2017 年の首相提案，【9条と自衛隊の関係①（表 8）】，























































































a 42 40.5％ 42.9％ 14.3％ 2.4％
b 52 32.7％ 50.9％ 14.6％ 1.8％





a 45 4.4％ 13.3％ 82.2％
b 58 0.0％ 5.2％ 94.8％
c 55 0.0％ 14.6％ 85.5％
表 4：憲法機能に対する学生の回答
クラス名 N 個人の自由を制限 個人の権利を制限 国家の権力を制限 国民規範（国民のあり方）を提示
a 42 2.4％ 2.4％ 50.0％ 45.2％
b 55 3.6％ 12.7％ 43.6％ 40.0％
c 58 3.5％ 6.9％ 41.4％ 48.3％
表 3：日本国憲法の改正回数に対する学生の回答
クラス名 N 0 回 1 回 3 回 5 回 7 回
a 40 12.5％ 15.0％ 45.0％ 17.5％ 10.0％
b 55 14.6％ 16.4％ 43.6％ 21.8％ 3.6％
c 58 19.0％ 10.3％ 34.5％ 27.6％ 8.6％
表 2：日本国憲法の制定に最も影響のあったものに対する学生の回答





a 42 4.8％ 45.2％ 28.6％ 0.0％ 21.4％
b 55 3.6％ 58.2％ 20.0％ 1.8％ 16.4％







sea, and air forces, as well as other war potential, 
willnever be maintained.）と表現されていることと，


































a 39 28.2％ 48.7％ 23.1％
b 43 18.6％ 51.2％ 30.2％
c 53 13.2％ 71.7％ 15.1％
表 8：自衛隊と 9条との関係に対する学生の回答
クラス名 事前事後 N 違憲だと思う 違憲だと思わない わからない
a
前 41 14.6％ 39.0％ 46.3％
後 41 22.0％ 70.7％ 7.3％
b
前 49 12.2％ 53.1％ 34.7％
後 46 15.2％ 60.9％ 23.9％
c
前 57 12.3％ 54.4％ 33.3％





a 41 61.0％ 39.0％
b 45 53.3％ 46.7％



































































2 41 4.9％ 22.0％ 34.2％ 31.7％ 0.0％ 0.0％ 7.3％
3 46 13.0％ 21.7％ 39.1％ 19.6％ 0.0％ 2.2％ 4.4％
b
2 45 2.2％ 48.9％ 31.1％ 15.6％ 0.0％ 0.0％ 2.2％
3 58 6.9％ 51.7％ 25.9％ 6.9％ 1.7％ 1.7％ 5.2％
c
2 57 1.8％ 24.6％ 35.1％ 28.1％ 5.3％ 1.8％ 3.5％
3 51 21.6％ 21.6％ 35.3％ 13.7％ 2.0％ 2.0％ 3.9％
表 11：AHPの際に学生が最も重視した価値基準
クラス名 N 非暴力・非服従 自衛権肯定 立憲主義堅持 紛争介入肯定
a 45 42.2％ 44.4％ 8.9％ 4.4％
b 58 43.1％ 44.8％ 8.6％ 3.5％
c 53 43.4％ 49.1％ 3.8％ 3.8％
表 10：模擬国民投票の結果
クラス名 N 賛成 反対
a 46 52.2％ 47.8％
b 57 49.1％ 50.9％
c 53 64.2％ 35.9％


























































ᨵṇ㈶ᡂ 12.2% 34.0% 29.3% 34.5%
ᨵṇ཯ᑐ 53.1% 55.3% 46.6% 63.8%



















ᨵṇ㈶ᡂ 21.1% 60.0% 51.8% 64.8%
ᨵṇ཯ᑐ 29.8% 29.1% 30.4% 35.2%





















ᨵṇ㈶ᡂ 17.1% 69.1% 56.5% 69.6%
ᨵṇ཯ᑐ 36.6% 28.6% 19.6% 26.1%


























































2） 自民党大会のホームページにて「平成 30 年党運
動方針」を参照されたい。
3） 「平成 25 年防衛白書」自衛権発動の要件参照






5） 衆議院安全保障委員会（1988 年 5 月 14 日）にお
ける秋山收内閣法制局第一部長答弁
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